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金融庁では、各金融機関における後見制度支援預貯金・後見制度支援信託の導入状況
等について、アンケート調査を実施し、その結果について令和７年11月10日に公表。
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金融庁における取組状況

後見制度支援預貯金等について、「保佐」「補助」類型に対象を拡大して取扱いを開始、
または取扱いを検討している金融機関が複数認められる。

（出典）金融庁公表資料
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金融庁における取組状況

金融庁では、「金融庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」を改

正し、令和６年４月１日から施行。金融機関に対して、これらの改正内容を踏まえ、障がい者の利便性向上に

向けた取組を進めるよう促している。

また、各金融機関に対し、障がい者等に配慮した取組状況についてアンケート調査を実施し、その結果につ

いて、令和７年11月に公表。

上記調査結果に加え、障がい者等に配慮した取組事例や、金融サービス利用者相談室等へ寄せられた声に

ついても取りまとめ、公表しており、他金融機関における取組事例や、障がいをお持ちの方等からお寄せい

ただいた意見を参考として、引き続き、障がい者等の金融取引の利便性向上に向けた取組みの推進を促し

ている。

このほか、金融庁では、金融機関と障がい者団体による課題認識の共有や好事例の横展開を図ること等に

より、金融機関における障がい者に配慮した取組を更に進めていくため、「障がい者団体と金融機関関係団

体との意見交換会」を開催（令和８年３月）。

＜障がい者団体＞
全日本視覚障害者協議会、日本視覚障害者団体連合、大活字文化普及協会、全日本ろうあ連盟、全国盲ろう者協会、
日本身体障害者団体連合会、 日本発達障害ネットワーク、DPI日本会議
＜金融機関関係団体＞
全国銀行協会、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、全国信用金庫協会、全国信用組合中央協会、全国労働金庫協
会、労働金庫連合会、ゆうちょ銀行、農林中央金庫

意見交換会出席団体:



金融庁における取組状況（課題及び今後の対応）
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○ 後見制度支援預貯金・後見制度支援信託の導入促進に向けた取組

金融庁においては、金融関係団体を通じて、成年後見制度を利用者にとって安心かつ安全な制
度とするため、引き続き、各金融機関の支援預貯金・支援信託の導入を促していく。

また、既に導入済の金融機関においても、成年後見制度や権利擁護支援に対する理解を促進し、
高齢者等のニーズに的確に対応した金融サービスの提供が図られるよう、一層の取組を促してい
く。

さらに、成年後見制度の見直し等を踏まえ、金融機関へのヒアリング等を通じて、補助類型等の
後見制度支援預貯金等の導入状況についても把握する。

○ 金融機関の窓口における対応の向上にかかる取組

金融庁においては、引き続き、金融機関に対し、障がい者等に配慮した取組状況についてアン
ケート調査等を実施し、障がい者等に配慮した金融機関の取組状況を把握していく。

今後も、社会的障壁の除去に向けた金融機関等の取組を一層促していく。

金融庁は、高齢者や障がい者等、様々な課題やニーズを抱える顧客が、安全で利便性の高
い金融サービスにアクセスできるよう、金融機関等に対し、利用者に寄り添った対応を促す
としている。
中間検証の結果を踏まえ、足元、以下の点について取組を行う。


